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Ⅰ．はじめに 

玉川学園 理事長・学長・学園長 小原芳明 

 

どの時代、どの社会においても、知識は社会活動で重要な役割を担っています。小

学校から始まる学校教育では、その基礎となる知識を子供たちに修得させてきました。

その果実として日本社会の成熟が起こりましたが、それは高等教育への進学率の向上

をもたらし、今では大学はユニバーサル化を迎えつつあります。そうした社会変化に

伴って基盤となる知識も新しく増えてきています。 

大学ユニバーサル化を迎える現代では、従来のような小学校、中学校、高等学校（６

－３－３）完結型の教育が提供するメリットは薄れてきています。それを裏付けるか

のように、各地において中高一貫教育だけではなく、幼小一貫教育、そして小中一貫

教育も実践されるようになってきています。玉川学園では、初等教育（小学校）と中

等教育（中学校と高等学校）とを一体化させるという教育構想で、大学ユニバーサル

化時代への対応を推進しています。これはＫ－１２の名称のもと、小学校から高等学

校までを「一つの学校」として捉え、カリキュラムにより一貫性を持たせること

（Aligned  Curriculum） を目標としている体制です。 

しかし、この体制は、子供たちの大学入学試験合格を目標とした受験技術取得を意

図するものではありません。それは子供たちが目標とする大学教育を全うするのに必

要かつ充分な学力、そして大学で求められる学修習慣を子供たちに付けることを目標

とする教育です。これを本学園では「大学教育準備」と呼んでいます。 

また、これからの大学教育においても、限られた就学期間のなかで、知識時代が必

要とする知識や技術を学生たちに教えることが重要な使命となっています。刻々と社

会・経済的に国際化する時代は、大学にとっての新しい需要を生じさせています。ア

ナログ社会ではアナログ知識が需要されたように、デジタル社会ではデジタル知識が

必要となってきます。次世代の学生たちがアナログ型社会からデジタル型社会へと変

化していくなかで、新しい時代の需要（デマンド）に応え、学生たちが時代からとり

残されないようにすることが、これからの大学に対する需要です。そして、こうした

デジタル社会が生じさせるデマンドにどのように応えていくのかが、小学校から大学

までの教育に問われているのです。 

このように新しい時代には、新しい教育のあり方が求められています。しかし、人

間が人間であるためにも心の教育は必須不可欠な活動です。これからも玉川学園・玉

川大学は時代の変化に対応していきますが、どの時代にあっても普遍的価値として教

育信条を見据えていきます。デジタル知識が普及してきても、知識の正邪善悪を識別
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する力、価値の有無高低を判断する尺度は必要です。知識の価値を判断するのは機械

ではなく、知識を活用する人間自らがしなければならないことです。そのための教育

も、また社会の需要です。 

デジタル知識は人間を超える存在を否定しかねませんが、玉川では宗教教育を通じ

て、人間の弱さや限界を教えていきます。デジタル時代にあっても、誰もが答えなけ

ればならないテーマに、己を知ること、そして「人間とは何か？」を突き詰めること

があります。この問題は時代を超えて人類が挑戦してきたものですが、玉川はそのた

めのリソースと時間を提供しています。人間のために、そして人間が創った文明のた

めに、知識を正しく使う人材を養成し社会へ送り出すことを、玉川大学の使命として

います。 
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Ⅱ．学校法人の概要 

 

１．教育理念・12 の教育信条 

人間は教育を通して知識を得（昨日まで知らなかったことを知るようになり）、

そして技術を身につける（出来なかったことをやり遂げることが出来るようにな

る）のです。また、教育活動を通じて、人生について深く考えるようになります。 

創立者小原國芳は、人間を「生まれながらにして、唯一無二の個性を持ちつつ

も、万人共通の世界をも有する存在である」と定義しました。玉川教育の使命は、

一つにこの人間像を実現させることです。そして二つに、日本社会さらには世界

へ貢献する気概を持った人材を養成することです。そのためには知識と技術を高

め、健康な身体を育み、そして正しい心を備えなければなりません。 

どの時代にあっても不満はあります。しかし、そうしたことを改善していく困

難な仕事を誰かが担わなければならないのであれば、「人生の最も苦しい、いやな、

辛い、損な場面を、真っ先に微笑をもって担当する」気概のある人こそが 21 世紀

を先導していくに相応しい人です。この先には未知の苦難が横たわっていますが、

失敗を恐れずに難関に挑戦していく「人生の開拓者」を育てていくことを玉川は

使命としています。 

そのために、玉川は創立以来 12 の教育信条を掲げています。 

 

12 の教育信条 

■ 全人教育 

教育の理想は、人間文化のすべてをその人格の中に調和的に形成することにあ

る。その展開にあたっては、「真・善・美・聖・健・富」という 6 つの価値の

創造を目指した教育を追求している。 

■ 個性尊重 

教育とは、一人ひとりの唯一無二の個性を充分に発揮させ、自己発見、自己実

現に至らせるものでなければならない。個性尊重の教育とは、一人ひとりの人

間をより魅力的な存在へと高めていくことである。

■ 自学自律 

教えられるより自ら学びとること。教育は単なる学問知識の伝授ではなく、自

ら真理を求めようとする意欲を燃やし、探求する方法を培い、掴み取る手法を

身につけるものである。 

■ 能率高き教育 

一人ひとりにとって無理無駄がなく効率高い適切な教育のため、学習環境の整

備、教材の厳選、教授法の工夫改善、コンピュータとネットワークの活用など、

学習意欲を高め、能率を増進させる努力を行う。 

■ 学的根拠に立てる教育 

教育の根底には、確固とした永劫不変な教育理念がある。その実践のためには、

論証が繰り返され、科学的実証が蓄積され、確固たる信念の下に教育活動が行

われなければならない。 
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■ 自然の尊重 

雄大な自然は、それ自体が偉大な教育をしてくれる。この貴重な自然環境を私

たちが守ることを教えることも、また大切な教育である。 

■ 師弟間の温情 

師弟の間柄は、温かい信頼に満ちたものでなければならない。温情とは甘やか

しを意味するものではない。同じ求道者として厳しさの中にも温かい人間関係

を大切にしていくことである。 

■ 労作教育 

自ら考え、自ら体験し、自ら試み、創り、行うことによってこそ、真の知育、

徳育も成就する。目指すところは、労作によって知行合一の強固なる意志と実

践力を持った人間形成である。 

■ 反対の合一 

国民と国際人、個人と社会人、理想と現実、自由とルール。これらの反対矛盾

対立する二面を一つに調和していく試みに挑みたいものである。 

■ 第二里行者と人生の開拓者 

マタイ伝に「人もし汝に一里の苦役を強いなば彼と共に二里行け」ということ

ばがある。目指すべきところは、地の塩、世の光となる、独立独行の開拓者的

実践力を持つ人材の養成である。 

■ 24 時間の教育 

教師と学生がともに働き、ともに食し、ともに歌い、ともに学ぶという師弟同

行の教育。教育は限定された時間内だけではない。any time の教育を目標に、

生活教育、人間教育を大切にしていきたい。 

■ 国際教育 

今、「地球はわれらの故郷なり」という広い視野と気概を持った国際人が求め

られている。語学の習得に満足することなく、豊かな国際感覚を養うため、地

球のあらゆる場所で行える any place の教育を目指している。 
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２．組織図 

 

（平成 19 年４月１日現在） 
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３．法人の沿革 

 

昭和 ４年３月
 

小原國芳によって東京府南多摩郡町田町（現町田市）に財団法人玉川

学園設立 

３月  玉川中学校設置 

５月  玉川学園小学校設置 

昭和 ５年４月  玉川高等女学校設置 

昭和 14 年３月  玉川塾（専門部）設置 

昭和 17 年５月  興亜工業大学（現千葉工業大学）設置 

昭和 20 年３月  玉川工業専門学校設置 

昭和 22 年２月  旧制玉川大学文農学部（文学科、農政学科）設置 

 大学令による旧制最後の設置認可 

４月  新制中学校令による玉川学園中学部設置 

昭和 23 年３月  玉川学園高等部設置（玉川中学校及び高等女学校が母体） 

６月  

 

小原國芳の出身地、鹿児島県川辺郡坊津町に玉川学園久志高等学校設

置 

昭和 24 年２月

 

新制大学令による玉川大学文学部（教育学科、英米文学科）及び農学

部（農学科）設置（大学令による玉川大学及び玉川工業専門学校が母

体） 

昭和 25 年３月  文学部（教育学科）通信教育課程設置 

12 月  玉川学園幼稚部設置 

昭和 26 年２月  財団法人から学校法人に移行 

昭和 37 年４月  工学部（機械工学科、電子工学科、経営工学科）開設 

昭和 39 年１月  玉川学園富士高等学校設置（広域通信制） 

４月  文学部に芸術学科及び農学部に農芸化学科を開設 

昭和 40 年１月  玉川学園女子短期大学（教養科）設置 

昭和 42 年４月  大学院工学研究科（機械工学専攻、電子工学専攻）修士課程開設 

４月  玉川学園女子短期大学に保育科を開設 

昭和 46 年４月  大学院文学研究科（教育学専攻）修士課程開設 

昭和 47 年４月  大学院文学研究科に英文学専攻修士課程を開設 

４月  大学院工学研究科に電子工学専攻博士課程を開設 

４月  文学部に外国語学科、工学部に情報通信工学科を開設 

昭和 48 年４月  大学院文学研究科に教育学専攻博士課程を開設 

４月  玉川学園富士高等学校休校 

昭和 49 年４月  玉川学園高等部に専攻科（１年課程）を開設 

昭和 52 年４月  大学院農学研究科（資源生物学専攻）修士課程開設 

昭和 54 年４月  大学院農学研究科に資源生物学専攻博士課程を開設 

 芸術専攻科（芸術専攻）開設 

昭和 55 年３月  玉川学園久志高等学校廃校 

４月  大学院工学研究科に生産開発工学専攻博士課程を開設 

昭和 58 年３月  大学院工学研究科の電子工学専攻博士課程を廃止 
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昭和 59 年４月  玉川学園女子短期大学の保育科を幼児教育科に名称変更 

平成 ６年４月
 

玉川学園女子短期大学に学位授与機構により認定された専攻科教養

専攻を開設 

平成 ７年４月
 

大学院工学研究科の電子工学専攻（修士課程）を電子情報工学専攻（修

士課程）に名称変更 

５月  玉川学園富士高等学校廃校 

平成 13 年４月  経営学部（国際経営学科）開設 

４月
 

農学部の農学科を生物資源学科に、農芸化学科を応用生物化学科に名

称変更 

平成 14 年４月  文学部に人間学科、国際言語文化学科を開設 

４月
 

教育学部（教育学科）、芸術学部（パフォーミング・アーツ学科、ビ

ジュアル・アーツ学科）及び通信教育部に教育学部教育学科開設 

平成 15 年４月  文学部にリベラルアーツ学科及び教育学部に乳幼児発達学科を開設 

平成 16 年３月  玉川学園女子短期大学の幼児教育学科及び専攻科を廃止 

４月
 

工学部に機械システム学科、知能情報システム学科、メディアネット

ワーク学科、マネジメントサイエンス学科を開設 

 11 月  玉川学園女子短期大学を廃止 

平成 17 年４月  大学院マネジメント研究科（マネジメント専攻）修士課程開設 

４月  農学部に生物環境システム学科、生命化学科を開設 

平成 18 年３月  文学部の教育学科、英米文学科、芸術学科を廃止 

４月
 

大学院文学研究科に哲学専攻修士課程及び大学院教育学研究科（教育

学専攻）修士課程開設 

４月  文学部に比較文化学科、芸術学部にメディア・アーツ学科を開設 

９月  文学部の外国語学科を廃止 

平成 19 年３月  大学院文学研究科の教育学専攻修士課程を廃止 

４月  大学院工学研究科に脳情報専攻、システム科学専攻博士課程を開設 

４月  リベラルアーツ学部（リベラルアーツ学科）開設 

４月  経営学部に観光経営学科を開設 

平成 20 年３月  工学部の機械工学科、電子工学科、経営工学科を廃止 
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４．役員 

 

（平成 19 年４月１日現在） 

 

役  職 

理 事 評議員 
氏  名 

理事長 評議員 小 原 芳 明 

理 事 評議員 島 川 聖一郎 

理 事 評議員 大 原 征 而 

理 事 評議員 松 尾 公 司 

理 事  上 野   孝 

理 事  橋 本 一 弘 

理 事  大須賀 頼 彦 

監 事  竹 内 彪 衞 

監 事  吉 原 毎 文 

 評議員 平 田 正 敏 

 評議員 蒲 山 輝 男 

 評議員 石 橋 哲 成 

 評議員 菅 野 勝治郎 

 評議員 山 崎 真 稔 

 評議員 小 川 久 夫 

 評議員 佐々木 正 己 

 評議員 佐 藤 敏 明 

 評議員 山 田   尚 

 評議員 森   英 介 

 評議員 矢 内   廣 
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５．児童・生徒・学生数、教職員数 

 

（平成 19 年５月１日現在） 

 

■児童・生徒・学生数         人 

大学院 90 

芸術専攻科 2 

文学部 1,709 

農学部 1,052 

工学部 1,177 

経営学部 900 

教育学部 1,169 

芸術学部 1,079 

リベラルアーツ学部 194 

玉川大学合計 7,280 

通信教育部 9,357 

玉川学園 12 年生 ※ 336 

玉川学園 11 年生 ※ 309 

玉川学園 10 年生 ※ 340 

玉川学園 ９年生 ※ 290 

玉川学園 ８年生 ※ 262 

玉川学園 ７年生 ※ 287 

玉川学園 ６年生 ※ 163 

玉川学園 ５年生 ※ 159 

玉川学園 ４年生 ※ 154 

玉川学園 ３年生 ※ 141 

玉川学園 ２年生 ※ 176 

玉川学園 １年生 ※ 162 

幼稚部 182 

併設校合計 2,961 

※学校教育法の区分による表記 

高等部  985 

中学部  839 

小学部  955 

 

■教職員数（専任）          人 

玉川大学教員(嘱託含む) 328 

玉川学園教員(嘱託含む) 171 

職員(嘱託含む) 382 
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Ⅲ．事業概要 

 

１．教育・研究活動における事業 

(1) 大学 

① 学部・学科の新設 

○リベラルアーツ学部（リベラルアーツ学科）を開設しました。この学部で

は、学問の広さと深さを同時に追求し、実践力のある、調和のとれた知的

リーダーの育成を目的としています。 

○経営学部に観光経営学科を開設しました。この学科では、全地球的な視点

で国際情勢をとらえ、21 世紀の観光事業のあり方を追求する国際観光のエ

キスパートの育成を目指しています。なお、観光経営学科の設置に伴い、

経営学部国際経営学科の入学定員を 180 名から 115 名に変更しました。あ

わせて、編入学定員 30 名については学生募集を停止しました。 

○工学部において、マネジメントサイエンス学科を除く既設の 3 学科を改組

し、平成 20 年度に機械情報システム学科及びソフトウェアサイエンス学科

を設置するため、その準備を行いました。 

② 研究科・専攻の開設 

○工学研究科では、博士課程後期の生産開発工学専攻の学生募集を停止し、

新たに脳情報専攻及びシステム科学専攻を開設しました。 

○平成 20 年度に教職大学院を設置するため、その準備を行いました。 

③ 学部教育の質的向上 

○基礎学力を確実に修得させるため、基礎学力調査やカリキュラムの見直し

などを実施しました。 

④ 一年次教育の充実 

○米国サウスカロライナ大学付属一年次教育機関のディレクターを招聘し、

本学一年次教育プログラムの検証を行いました。 

○一年次教育プロジェクト会議において、一年次セミナー教科書『大学生活

ナビ』の改訂について検討しました。 

○一年次教育国際会議等に教員を派遣し、研究発表を実施しました。 

⑤ 教員養成の一層の充実 

○教職課程を履修する全学の 4 年次生対象に教員・保育士採用試験に関する

アンケート調査を実施し、学生指導や支援に関する改善にむけて検証しま

した。 
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○教員養成のあり方、教職センターの運営に関する評価・検証を行うことを

目的に教職課程評価委員会を設置しました。 

⑥ 就職に向けての取組 

○内定率、就職率、有力企業就職率の数値目標を指標とし、実績値を検証す

ることにより、さらなる改善を図りました。 

○全学部の１年次生から４年次生を対象に「進路・就職指導に関する満

足度調査」を実施しました。調査データを分析し、考察し、次年度の

施策に反映する準備を行いました。 

⑦ FD 活動の推進 

○外部講師による FD 研修会を実施し、FD 活動の一層の充実を図りました。 

○大学院教員の教育研究活動の向上、能力開発、質的充実を図る目的か

ら、平成 19 年度に大学 FD 委員会より独立して大学院ＦＤ委員会を設

置しました。 

⑧ ＣＯＥプログラム 

○平成 14 年度に 21 世紀ＣＯＥプログラムに採択された「全人的人間科学

プログラム」が平成 18 年度をもって終了しました。さらにこの研究活

動をより発展・充実させるため、ポストＣＯＥである「グローバルＣ

ＯＥプログラム」に申請をし、採択を目指すこととなり、その準備を

行いました。 

 

(2) Ｋ－１２ 

① 玉川学園一貫教育体制と教育内容の充実 

○幼稚園から 12 年生（高等学校 3 年生）までを一つの学校として捉

えて、教育活動を連続的に展開するＫ－12 一貫教育体制がスター

トして２年目を向え、教育改革はハード面からソフト面への改革に

移行しました。 

○大学教育準備として、長期的な視野に立った基礎学力、基本技能の

習得を目指して学習指導を行いました。また、大学教育準備推進の

ために学力テストや進路適性検査を実施しました。 

○ＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）の認証取得に向けて準

備を行いました。 

② 教職員研修の推進 

○教育改革の根本は教員の意識改革であると位置づけ、初任者研修、10 年経

験者研修、教頭・主任研修、Ｋ－12 全体研修など各種研修を実施しました。 
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○Ｋ－12 一貫教育カリキュラムに基づき、教員相互の授業研修を実施すると

ともに、外部講師による PD 研修会を開き、PD 活動の一層の充実を図りま

した。 

○「Ｋ－12 一貫教育セミナー」開催し、本学園のＫ－12 一貫教育を広くアピ

ールするとともに、他校の教員との相互研修のよい機会となりました。 

③ 国際学級の開設、国際交流の推進 

○7 年生に国際学級を開設した。また、教員を IBO ワークショップに派遣し

ました。 

○国際理解教育として、年間 18 プログラム 350 名を海外に派遣し、19 プロ

グラム 210 名を受け入れました。 

○国際教育関連の活動として、ラウンドスクエアやスポーツ交流などさまざ

まな取組を展開しました。 

④ 入試広報の改善 

○今までの不特定多数への大々的な広報から、フェース to フェース、エリア

マーケティング（地域的な状況を踏まえた活動）やゾーンマーケティング

（受験生・保護者の年齢層を考えた活動）と確実な広報に変えて実施しま

した。 

○学習塾や幼児教室との連携、近隣中高一貫校との情報交換、塾対象説明会

の実施など新たな入試広報を展開しました。 
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２．施設・設備の充実 

 

平成 19 年度に実施した設備等の整備状況は下記の通りです。 

長期計画に基づく施設整備については、大学 6 号館校舎の建設や研究センター

棟改修工事（旧高等部第２校舎）及び記念グラウンド人工芝化工事が主なもので

す。 

経常的な施設設備の整備は、大学９号館トイレ改修工事、スターレックドーム

除湿対策工事、大学教室のマルチメディア化工事と機器の整備、各校舎空調機省

エネ対策マルチコントローラ取付工事、大学各校舎へのネットワーク用無線 LAN

アクセスポイントの設置等です。 

 

(1) 長期計画に基づく施設整備 

○ 大学６号館建設工事 

○ 研究センター棟改修工事（旧高等部第２校舎） 

○ 記念グラウンド人工芝化工事 

○ ソーラーカー工房、心の教育実践センター移転に伴う改修工事 

○ 高学年校舎２階改修工事 

 

(2) 経常的な施設整備 

○ 大学９号館トイレ改修工事 

○ スターレックドーム除湿対策工事 

○ 大学８号館 325･326 教室マルチメディア化改修工事 

○ 大学１号館 505･506 教室マルチメディア化改修工事 

○ 各校舎空調機省エネ対策マルチコントローラ取付工事 

○ 大学各校舎へのネットワーク用無線 LAN アクセスポイントの設置 

○ 実技実験棟 2 階・4 階教室の多目的スペースへの改修工事 

○ 実技実験棟空調設備改修工事 

○ 幼稚部園舎出入口改修工事 

○ 大学２号館 201 教室の教職大学院への改修工事 

○ 弓道場目隠し塀改修工事 

○ 記念グラウンド出入口ゲート設置工事 

 

(3) 設備の整備 

○ 大学マルチメディア講義装置 1 式 

○ 高学年用ＰＣ機器 1 式 

○ 大学９号館 5 階講義室の移動教室化に伴う机・椅子更新 

○ 事務用統合ＰＣ 

○ 低学年校舎の出入管理システム 
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３．財務の状況 

 

平成 19 年度の予算執行状況について、その概要を報告いたします。 

 

(1) 資金収支計算書 

資金収支計算書は、学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての

収入及び支出の内容ならびに支払い資金の収入及び支出のてん末を明らかに

したものです。例年との違いは、退職給付会計への対応のために退職給与引

当金を 100％繰入れに変更したことにより、引当特定資産への繰入れ算定基準

を変更していることです。 

 

① 資金収入 

資金収入とは、当該年度の負債とならない収入以外に、負債となる借入金

や前受金や特定資産からの繰入収入を含んだ収入のことです。今年度は、約

421 億 6 千 2 百万円となりました。主な科目について説明しますと、学生生徒

等納付金収入は約157億7千4百万円、学費の納入対象学生数は大学が約7,370

人、併設校が約 2,961 人、通信教育部が 11,260 人(含む９月入学)となってい

ます｡補助金収入は約 16 億 1 百万円で、内訳は国庫補助金が約 9 億 1 千 6 百

万円、地方公共団体補助金が約 6 億 8 千 4 百万円となりました｡手数料収入は

約 3 億 9 千 8 百万円で入学検定料が収入の大部分を占めており、志願者数は

大学が 10,061 人、併設校は 1,338 人でした｡また、資産売却収入は約 51 億 5

千 9 百万円となりましたが、引当特定資産への繰入算定基準の変更によるも

のです。 

 

② 資金支出 

資金支出とは、当該年度の教育研究活動及びその他活動に対する支出であ

り、借入金返済支出、施設設備関係支出、特定預金への積立などの資産運用

支出を含んでいます。主な科目について説明しますと、本務教職員給与、兼

務教職員給与、退職金等の支出である人件費支出は約 108 億 8 千 5 百万円で、

基礎となる専任教職員数は 794 人、兼任教職員数は 75 人となっています｡教

育研究経費支出は約 35 億 9 千 9 百万円、各設置学校の教育研究活動に必要な

消耗品、研究･教育補助費、奨学費、光熱水費、業務委託費、賃借料等が主な

支出科目です。学生募集経費、各設置学校全体に係わる経費、法人の運営に
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必要な諸経費である管理経費支出は約 9 億 8 千万円となりました。 

借入金等返済支出は約 3 億円で、主として建物等の取得に際して日本私立

学校振興･共済事業団からの借入金の返済となっています。 

施設関係支出は約 33 億 6 千 1 百万円となりました。施設支出は大学 6 号館

校舎の建設費と研究センター棟改修費用（旧高等部第 2 校舎）が主なもので

す。設備関係支出は約 4 億 5 千 8 百万円で、教育研究用機器備品や図書等の

購入費です。 

資産運用支出は約 170 億 2 千 6 百万円となりましたが、引当特定資産への

繰入れ算定基準の変更によるものです。 

 

【資金収入の部】                      （単位:百万円） 

科 目 予 算 決 算 差 異 

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 １５，７５３ １５，７７４ △     ２１

手 数 料 収 入 ４８４ ３９８     ８６

寄 付 金 収 入 １９９ ２４６ △     ４７

補 助 金 収 入 １，６８８ １，６０１   ８７

国 庫 補 助 金 収 入 １，０１８ ９１６  １０２

地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 ６７０ ６８５  △     １５

資 産 運 用 収 入 １，０４０ １，４１０ △    ３７０

資 産 売 却 収 入 １０ ５，１５９ △  ５，１４９

事 業 収 入 ２０３ ２４５ △     ４２

雑 収 入 ８２０ ８３９ △     １９

前 受 金 収 入 ３，７５０ ４，０１４ △    ２６４

そ の 他 の 収 入 ２，１６０ ２，４０７ △    ２４７

資 金 収 入 調 整 勘 定 △   ４，８８６ △    ４，７４９ △    １３７

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 １４，８１８ １４，８１８ ０

収 入 の 部 合 計 ３６，０３９ ４２，１６２ △  ６，１２３

 

【資金支出の部】                     （単位:百万円） 

科 目 予 算 決 算 差 異 

人 件 費 支 出 １１，１５５ １０，８８５    ２７０

教 育 研 究 経 費 支 出 ３，６５０ ３，５９９    ５１

管 理 経 費 支 出 １，０３２ ９８０  ５２

借 入 金 等 利 息 支 出 ３６ ３６ ０

借 入 金 等 返 済 支 出 ３００ ３００ ０

施 設 関 係 支 出 ３，５３３ ３，３６１ １７２

設 備 関 係 支 出 ４６４ ４５８      ６

資 産 運 用 支 出 １０，０４５ １７，０２６  △  ６，９８１

そ の 他 の 支 出 ７１６ ７２５ △      ９

［ 予 備 費 ］ ２３９ －  ２３９

資 金 支 出 調 整 勘 定 △     ６８１ △    ７５８ △     ７７

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 ５，５５０ ５，５５０ ０

支 出 の 部 合 計 ３６，０３９ ４２，１６２ △  ６，１２３
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 (2) 消費収支計算書 

消費収支計算書は、当該年度における消費収支の均衡状況とその内容を明ら

かにし、学校法人の経営状況が健全であるかどうかを示すもので、企業会計の

損益計算書に当たるものです。帰属収入とは学生生徒等納付金、手数料、補助

金等、学校法人に帰属する負債とならない収入です。今年度は、寄付金収入、

資産運用収入が増加となったこと等により約 206 億 3 千 4 百万円、予算に対し

て約 4 億 7 百万円の増となりました。 

基本金組入額とは、学校法人がその活動を永続的に維持し、必要な資産を継

続的に保持するために帰属収入から組み入れた金額です。本年度は設備関係支

出の減と既存校舎の転用に伴う除却があったこと等で約 29 億 3 千 9 百万円、予

算に対して約 6 億 7 千 7 百万円の減となりました。消費収入とは、帰属収入か

ら基本金組入額を控除した金額で、本年度は約 176 億 9 千 5 百万円、予算に対

して約 10 億 8 千 5 百万円の増となりました。消費支出とは、教職員の人件費、

教育研究活動及び法人の運営に必要な諸経費です。本年度は、退職給与引当金

の 100％繰入れに伴い約 219億 5千 8百万円と例年に比べ大幅に増となりました。

消費収支差額とは、消費収入から消費支出を控除した金額を示し、本年度は約

42 億 6 千 3 百万円の支出超過で、翌年度繰越消費支出超過額は約 7 億 2 千 8 百

万円となりました。 

 

【消費収入の部】                     （単位:百万円） 
科 目 予 算 決 算 差 異 

学 生 生 徒 等 納 付 金 １５，７５３ １５，７７４ △     ２１

手 数 料 ４８４ ３９８     ８６

寄 付 金 ２３９ ３６５ △    １２６

補 助 金 １，６８８ １，６０１     ８７

国 庫 補 助 金 収 入 １，０１８ ９１６  １０２

地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 ６７０ ６８５  △     １５

資 産 運 用 収 入 １，０４０ １，４１０ △    ３７０

資 産 売 却 差 額 ０  １ △      １

事 業 収 入 ２０３ ２４５ △     ４２

雑 収 入 ８２０ ８４０ △     ２０

帰 属 収 入 合 計 ２０，２２７ ２０，６３４ △    ４０７

基 本 金 組 入 額 合 計 △  ３，６１６ △  ２，９３９ △    ６７７

消 費 収 入 の 部 合 計 １６，６１１ １７，６９５  △  １，０８４
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【消費支出の部】                     （単位:百万円） 
科 目 予 算 決 算 差 異 

人 件 費 １５，４８８ １５，０２７  ４６１

教 育 研 究 経 費 ５，８１０ ５，７２７      ８３

管 理 経 費 １，１２３ １，０７８ ４５

借 入 金 等 利 息 ３６ ３６     ０

資 産 処 分 差 額  ７９ ７９       ０

徴 収 不 能 額 １１ １１        ０

［ 予 備 費 ］ １ ０ １

消 費 支 出 の 部 合 計 ２２，５４８ ２１，９５８    ５９０

当 年 度 消 費 収 支 差 額 △  ５，９３７  △  ４，２６３    －

前年度繰越消費収支差額  ３，５３５ ３，５３５ －

次年度繰越消費収支差額 △  ２，４０２ △    ７２８ －

 

帰属収入合計－消費支出の部合計 △  ２，３２１ △  １，３２４ △    ９９７
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(3) 貸借対照表 

貸借対照表とは、会計年度末における財政状態を表したもので、資産がどれ

ほどあるのか、また負債はいくらなのか、学校法人が維持している純資産がど

れほどあるのかを示したものです。平成 19 年度末の財政状態は、資産約 1,131

億 3 千 6 百万円、負債約 141 億 1 千 4 百万円及び基本金と消費収支差額で約 990

億 2 千 2 百万円となっています。 

有形固定資産は約 16 億 4 千万円の増加となりました。これは施設設備の新規

取得と減価償却に伴うものです。その他の固定資産の増加額は約 101 億 8 千 2

百万円で、その主なものは引当特定資産への繰入れに伴うものです。 

流動資産の総額は約 73 億 7 千 8 百万円で、そのうち約 55 億 5 千万円が現金

預金となっています。 

負債は退職給与引当金の繰入れ算定基準変更に伴い、約 39 億 7 千 1 百万円の

増加となりました。退職給与引当金の期末残高約 86 億 5 千万円は、加入してい

る退職金財団の掛金と交付金との差額を含め、平成 19 年度末における退職金要

支給額の 100%に相当する額です。 

前受金約 40 億 1 千 4 百万円は、平成 20 年度入学生の平成 19 年度内の入金分

で、平成 20 年度に帰属収入に振替えるものです。 

 

【資産の部】                       （単位:百万円） 
科 目 １９ 年 度 １８ 年 度 増 減 

固定資産 １０５，７５８ ９３，９３６ １１，８２２

有形固定資産 ５２，７２３ ５１，０８３   １，６４０

土   地 １２，７８４ １２，７８４  ０

建 物 ２６，１８０ ２６，３７７ △   １９７

その他の有形固定資産 １３，７５９ １１，９２２ １，８３７

その他の固定資産 ５３，０３５ ４２，８５３ １０，１８２

各 種 引 当 特 定 資 産 ４９，４０２ ４０，７６８ ８，６３４

そ の 他 の 固 定 資 産 ３，６３３ ２，０８５    １，５４８

流動資産 ７，３７８ １６，５５３ △ ９，１７５

現 金 預 金 ５，５５０ １４，８１８ △ ９，２６８

そ の 他 の 流 動 資 産 １，８２８ １，７３５ ９３

合 計 １１３，１３６ １１０，４８９ ２，６４７
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【負債の部】                       （単位:百万円） 
科 目 １９ 年 度 １８ 年 度 増 減 

固定負債 ８，７５３ ４，９１１ ３，８４２

長 期 借 入 金 １０３ ４０３ △    ３００

退 職 給 与 引 当 金 ８，６５０ ４，５０８ ４，１４２

流動負債 ５，３６１ ５，２３２ １２９

前  受  金 ４，０１４ ３，９５３ ６１

その他の流動負債 １，３４７ １，２７９ ６８

負 債 の 部 合 計 １４，１１４ １０，１４３ ３，９７１

 

【基本金の部】                       （単位:百万円） 
科 目 １９ 年 度 １８ 年 度 増 減 

第 １ 号 基 本 金 ９４，０４０ ９０，４２９ ３，６１１

第 ２ 号 基 本 金 ３，３１５ ４，０２８ △    ７１３

第 ３ 号 基 本 金 １，２０５ １，１６４ ４１

第 ４ 号 基 本 金 １，１９０ １，１９０ ０

基 本 金 の 部 合 計 ９９，７５０ ９６，８１１ ２，９３９

 

【消費収支差額の部】                   （単位:百万円） 
科 目 １９ 年 度 １８ 年 度 増 減 

当 年 度 収 支 超 過 額  △  ４，２６３ △    １６１  △  ４，１０２

前年度繰越収入超過額 ３，５３５ ３，６９６ △    １６１

消費収支差額の部合計 △    ７２８ ３，５３５  △  ４，２６３

 

                                  

  (単位:百万円)  

負債･基本金･消費収支差額の部計 １１３，１３６ １１０，４８９ ２，６４７
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(4) 財務指標の推移 

① 消費収支関係財務比率                         （単位：％） 
区 分 １７年度 １８年度 １９年度 

人 件 費 比 率 ５５．７ ５０．９ ７２．８

教 育 研 究 経 費 比 率 ２７．０ ２８．６ ２７．８

管 理 経 費 比 率 ５．２ ５．０ ５．２

借 入 金 等 利 息 比 率 ０．３ ０．２ ０．２

消 費 支 出 比 率 ８８．３ ８４．９ １０６．４

納 付 金 比 率 ７７．９ ７７．６ ７６．５

寄 付 金 比 率 ２．３ ２．５ １．８

補 助 金 比 率 ８．３ ８．７ ７．８

基 本 金 組 入 比 率 １２．１ １５．９ １４．２

 

（注）上記の指標は、帰属収入を分母として算出しています。例えば、人件

費比率は人件費÷帰属収入となります。 

 

②  貸借対照表関係財務比率                  （単位：％） 

区 分 １７年度 １８年度 １９年度 
固 定 資 産 構 成 比 率 ８５．１ ８５．０ ９３．５

流 動 資 産 構 成 比 率 １４．９ １５．０ ６．５

固 定 比 率 ９４．７ ９３．６ １０６．８

固 定 長 期 適 合 率 ８９．７ ８９．２ ９８．１

負 債 比 率 １１．２ １０．１ １４．３

自 己 資 金 構 成 比 率 ８９．９ ９０．８ ８７．５

基 本 金 比 率 ９９．０ ９９．３ ９９．６

 

（注）上記の指標は、下記の算式により算出しています。  
固定資産構成比率 ＝ 固定資産 ÷ 総資産  
流動資産構成比率 ＝ 流動資産 ÷ 総資産  
固定比率 ＝ 固定資産 ÷ 自己資金（基本金 ＋ 消費収支差額）  
固定長期適合率 ＝ 固定資産 ÷（自己資金 ＋ 固定負債）  
負債比率 ＝ 総負債 ÷ 自己資金  
自己資金構成比率 ＝ 自己資金 ÷ 総資産  
基本金比率 ＝ 基本金 ÷ 要組入額  
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(5) 経年比較 

① 資金収支三ヵ年比較 

（収入の部）                      （単位:百万円） 
科 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 １５，８５７ １５，９３４ １５，７７４

手 数 料 収 入 ５２６ ４６１ ３９８

寄 付 金 収 入 ３６４ ３４９ ２４６

補 助 金 収 入 １，６９５ １，７８８ １，６０１

資 産 運 用 収 入 ６０４ ９３３ １，４１０

資 産 売 却 収 入 １，６６８ １，２５５ ５，１５９

事 業 収 入 ２７８ ２２５ ２４５

雑 収 入 ９１５ ６７０ ８３９

借 入 金 収 入  

前 受 金 収 入 ４，１０１ ３，９５３ ４，０１４

そ の 他 の 収 入 ３，０１４ ２，６１９ ２，４０７

資 金 収 入 調 整 勘 定 △  ４，９１４ △    ４，７９７ △    ４，７４９

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 １４，２０３ １４，１５０ １４，８１８

収 入 の 部 合 計 ３８，３１１ ３７，５４０ ４２，１６２

 

（支出の部）                      （単位:百万円） 
科 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

人 件 費 支 出 １１，３４９ １０，６３４ １０，８８５

教 育 研 究 経 費 支 出 ３，４８４ ３，８８１ ３，５９９

管 理 経 費 支 出 ９７３ ９４１ ９８０

借 入 金 等 利 息 支 出 ６５ ５０ ３６

借 入 金 等 返 済 支 出 ３００ ３００ ３００

施 設 関 係 支 出 ２，４２２ ２，４９８ ３，３６１

設 備 関 係 支 出 ４３０ ７９４ ４５８

資 産 運 用 支 出 ５，１３６ ３，４６４ １７，０２６

そ の 他 の 支 出 ８２３ ８６７ ７２５

資 金 支 出 調 整 勘 定 △    ８２１ △    ７０７ △    ７５８

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 １４，１５０ １４，８１８ ５，５５０

支 出 の 部 合 計 ３８，３１１ ３７，５４０ ４２，１６２

 

 
 
 
 
 

 －２１－



② 消費収支三ヵ年比較 

（消費収入の部）                    （単位:百万円） 
科 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

学 生 生 徒 等 納 付 金 １５，８５７ １５，９３４ １５，７７４

手 数 料 ５２６ ４６１ ３９８

寄 付 金 ４７１ ５０７ ３６５

補 助 金 １，６９５ １，７８８ １，６０１

資 産 運 用 収 入 ６０４ ９３３ １，４１０

資 産 売 却 差 額 ５ ９ １

事 業 収 入 ２７９ ２２５ ２４５

雑 収 入 ９１５ ６７０ ８４０

帰 属 収 入 合 計 ２０，３５２ ２０，５２７ ２０，６３４

基 本 金 組 入 額 合 計 △ ２，４６８ △ ３，２５９ △ ２，９３９

消 費 収 入 の 部 合 計 １７，８８４ １７，２６８ １７，６９５

 
（消費支出の部）                    （単位:百万円） 

科 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

人 件 費 １１，３３９ １０，４５７ １５，０２７

教 育 研 究 経 費 ５，４９２ ５，８７１ ５，７２７

管 理 経 費 １，０５６ １，０１９ １，０７８

借 入 金 等 利 息 ６５ ５０ ３６

資 産 処 分 差 額 １５ ２６ ７９

徴 収 不 能 額 １０ ６ １１

消 費 支 出 の 部 合 計 １７，９７７ １７，４２９ ２１，９５８

当 年 度 収 支 差 額 ２，３７５ ３，０９８ △ １，３２４

当 年 度 消 費 支 出 超 過 額      ９３     １６１ ４，２６３

翌 年 度 繰 越 収 入 超 過 額 ３，６９６ ３，５３５     

翌 年 度 繰 越 支 出 超 過 額  △ ７２８

 
③消費収支比率三ヵ年比較 
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④ 貸借対照表三ヵ年比較表 

（資産の部）                      （単位:百万円） 
科 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

固定資産 ９２，０８５ ９３，９３６ １０５，７５８

有形固定資産 ４９，７０７ ５１，０８３ ５２，７２３

その他の固定資産 ４２，３７８ ４２，８５３ ５３，０３５

資 

産 

流動資産 １６，０７４ １６，５５３ ７，３７８

合 計 １０８，１５９ １１０，４８９ １１３，１３６

 

（負債・基本金・収支差額の部）             （単位:百万円） 
科 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

固定負債 ５，３８８ ４，９１１ ８，７５３
負 

債 

流動負債 ５，５２２ ５，２３２ ５，３６１

合 計 １０，９１０ １０，１４３ １４，１１４

基本金 ９３，５５３ ９６，８１１ ９９，７５０

消費収支差額 ３，６９６ ３，５３５ △    ７２８

負債・基本金・消費収支差額の部 １０８，１５９ １１０，４８９ １１３，１３６
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(6) 収益事業部会計 

平成 19 年度の収益事業の概要について報告いたします。 

玉川学園では私立学校法上の収益事業として出版と教育用品小売の事業を行

っており、学校会計とは区分した経理処理を行っています。 

 

① 出版業 

売上は約 2 億 7 千 4 百万円、前年度に対して約 1 千 4 百万円、5.6%の増と

なったが、約 5 千 9 百万円の欠損となりました。退職給与引当金の 100％基準

への変更が主たる原因といえます。 

 

  （単位：百万円） 

支 出 の 部 収 入 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

商 品 （ 期 首 ） １４８．０ 売 上 ２７４．４

製 作 費 １４４．９ 編 集 料 収 入 ０．５

編 集 費 ６１．０ 雑 収 入 ７．７

商 品 （ 期 末 ）  １５９．８  

営 業 費 １４６．６  

雑 損 失 ０．８  

 当 期 欠 損 金 ５８．９

合 計 ３４１．５ 合 計 ３４１．５

 

② 教育用品小売業 

売上は約 2 億 7 千 7 百万円、前年度に対して約 6 千 4 百万円、18.7%

の減となったが、営業外収益が増となり、経常利益は約 6 百万円とな

りました。 
 

 （単位：百万円） 

支 出 の 部 収 入 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

商 品 （ 期 首 ） ４４．２ 売 上 ２７７．０

仕 入 ２４３．５ 手 数 料 収 入 １．４

商 品 （ 期 末 ）   ４６．７ 雑 収 入 ２０．５

営 業 費 ５２．４  

雑 損 失 ０  

当 期 利 益 金 ５．５  

合 計 ２９８．９ 合 計 ２９８．９
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